
総合評価競争入札制度の改正

令和元年７月

指導検査課

【対象：総合評価競争入札ガイドラインにより実施する
簡易型（技術重視型・地域活性型）案件 】



○技術評価点の見直し

①配置予定技術者【同規模工事の監理技術者または主任技術者としての最高評点の有効期間】

②表彰【表彰実績の有効期間】

総合評価競争入札制度の改正

入札公告日の前年度以前
１５年間

入札公告日の前年度以前
１０年間

表彰結果の通知日から表彰
された年度の翌々年度末まで

H31 H32

有効期間
回数 ２回 ２回 ２回

H30

表彰結果

通知日 4/1 4/1 4/1

H32 H33

０回 ２回 ２回

H31

表彰結果

通知日 4/1 4/1 4/1

表彰結果の通知日の翌年度から
翌々年度末まで

H30 R1 R2 H30 R1 R2



総合評価競争入札制度の改正
③地域調達・雇用【技術者数の維持における評価方法】

技術職員数の増減状況 加算点 

10%＜増減率       又は 3 人以上の増加 0.7 点 

0%≦増減率≦10%  かつ 2 人以内の増加 0.6 点 

-10%≦増減率＜0% 0.5 点 

-20%≦増減率＜-10%    又は 

増減率＜-20%   かつ 2 人以内の減少 
0.25 点 

増減率＜-20%  かつ 3 人以上の減少 0 点 

技術職員の減少状況 加算点 

-10%≦減少率 0.5 点 

-20%≦減少率＜-10% 

    又は 

減少率＜-20%   かつ 2 人以内の減少 

0.25 点 

減少率＜-20%  かつ 3 人以上の減少 0 点 

適用日

令和元年７月１日以降に入札公告する工事から適用



○　総合評価競争入札(簡易型)の落札者決定基準（土木一式）令和元年7月１日適用

必須 選択

2 2

1.5 1.5
1 1
0 0

失格 失格
1 1 1

0.9 0.9 0.5

0.8 0.8 0

0.7 0.7

0.6 0.6

0.5 0.5

0.4 0.4

0 0

0.8 0.8 0.8
0.5 0.5 0.5

0 0 0

1 1 1

0.9 0.9 0.9

0.8 0.8 0.8

0.7 0.7 0.7

0 0 0

1（0.3） 1（0.3） 1（0.3）

0.5（0） 0.5（0） 0.5（0）
0 0 0

0～-3 0～-3 0～-3

失格 失格 失格
すべて府内調達　（申請点＝１点） 1 すべて府内調達　（申請点＝１点） 1 すべて府内調達　（申請点＝１点） 1
一部府内調達　（申請点＝０．５点） 0.5 一部府内調達　（申請点＝０．５点） 0.5 一部府内調達　（申請点＝０．５点） 0.5
府内調達なし　（申請点＝０点） 0 府内調達なし　（申請点＝０点） 0 府内調達なし　（申請点＝０点） 0
調査基準価格未満の入札を行った者　申請点×（－１） -1,-0.5,0 調査基準価格未満の入札を行った者　申請点×（－１） -1,-0.5,0 調査基準価格未満の入札を行った者　申請点×（－１） -1,-0.5,0

0.5 0.5 0.5

0.25 0.25 0.25

0 0 0
0.5 0.5 0.5
0.4 0.4 0.4
0.3 0.3 0.3
0.2 0.2 0.2
0.1 0.1 0.1
0 0 0
1 1 1
0.5 0.5 0.5
0 0 0

1 1 1

0 0 0

現場の土木事務所管内 1 現場の土木事務所管内 1 現場の土木事務所管内 1
現場の土木事務所管外 0 現場の土木事務所管外 0 現場の土木事務所管外 0

※１：地域活性型においては、必要に応じ１項目を設定
※２：4,500万円以上の土木一式工事で地域活性型を実施する場合では、「技術職員数」は技術重視型の評価内容を適用する。
※３：表彰は工事箇所が存在する管内の土木事務所長からの表彰に限る。
　　　除雪業務に密接に関連する道路工事等に適用する。
※４：災害協定に基づく出動要請を行った被災箇所における災害復旧工事等に適用する。
※５：「地域維持業務（冬期維持管理部門又は維持修繕部門）の実績」と「災害協定の締結」とは重複して評価対象としない。
※６：「冬期維持管理部門」と「維持修繕部門」の実績は重複して評価対象としない。

 ＜技術重視型：4500万円以上＞  ＜地域活性型：2500万円以上（4500万円以上）＞  ＜地域活性型：1000万円～2500万円＞

加算点評価項目 評　　価　　内　　容 加算点 評　　価　　内　　容 加算点 評　　価　　内　　容

施工管理・安全管理等 （●） ●
必要事項の記載が適切である。（共通仕様書程度） 必要事項の記載が適切である。（共通仕様書程度）

必要事項の記載がないものがある。 必要事項の記載がないものがある。

加算点

施工計画

（技術重視型のみ）

品質管理 （●）
必要事項の記載が適切であり、さらに工夫が複数見られ
る又は高度である。

2点
×
2

必要事項の記載が適切であり、さらに工夫が複数見られ
る又は高度である。

2点

記載がない又は不適 記載がない又は不適

必要事項の記載が適切であり、さらに工夫が見られる。 必要事項の記載が適切であり、さらに工夫が見られる。

７２．５点以上　７５点未満 ７２．５点以上　７５点未満

７０点以上　７２．５点未満 ７０点以上　７２．５点未満

６７．５点以上　７０点未満 ６７．５点以上　７０点未満

８０点以上

1点

２年間の取得単位３０単位以上

1点

７７．５点以上　８０点未満 ７７．５点以上　８０点未満 ２級　国家資格者

７５点以上　７７．５点未満 ７５点以上　７７．５点未満 その他技術者　又は　調査基準価格未満の入札を行った
者

0.8
点

８０点以上

1点

●

２年間の取得単位３０単位以上

0.8
点

同規模工事の監理技術者又は
主任技術者としての最高評点
（H21以降に完工）

＜地域活性型Ｂの場合＞
所有する国家資格

●

２年間の取得単位３０単位以上

0.8
点

２年間の取得単位１５～２９単位 ２年間の取得単位１５～２９単位 ２年間の取得単位１５～２９単位

２年間の取得単位１５単位未満　又は　調査基準価格未満
の入札を行った者

２年間の取得単位１５単位未満　又は　調査基準価格未満
の入札を行った者

２年間の取得単位１５単位未満　又は　調査基準価格未満
の入札を行った者

建設機械保有
経営事項審査において加点対
象となる建設機械の保有状況

●

保有台数４台以上

1点

保有台数４台以上

配置予定技術者

１級　国家資格者

６５点以上　６７．５点未満 ６５点以上　６７．５点未満

６５点未満　，　実績なし　，又は　調査基準価格未満の入
札を行った者

６５点未満　，　実績なし　，又は　調査基準価格未満の入
札を行った者

技術者の継続教育（ＣＰＤ）

1点奨励賞　受賞あり（回数制限） 奨励賞　受賞あり（回数制限） 奨励賞　受賞あり（回数制限）

なし なし

保有台数１台 保有台数１台

保有無し 保有無し 保有無し

優秀賞　受賞あり（回数制限）

1点

保有台数４台以上

1点

保有台数３台 保有台数３台 保有台数３台

保有台数２台 保有台数２台 保有台数２台

保有台数１台

なし

1点

優秀賞　受賞あり（回数制限）

1点

優秀賞　受賞あり（回数制限）

表彰
京都府地域づくり
優良工事施工者表彰

●

府内資材
調達

指定資材の府内調達の状況 ● 1点

地域調
達
・雇用

府内企業
　の下請

施工体制における府内企業の
下請の状況

●

申請点＝下請率×府内下請率×３＋（１－下請率）×３
　　　　　　　［小数第１位止め］

3～0

3点 3点
調査基準価格未満の入札を行った者　申請点×（－１） 調査基準価格未満の入札を行った者　申請点×（－１） 調査基準価格未満の入札を行った者　申請点×（－１）

下請率１００％ 下請率１００％ 下請率１００％

申請点＝下請率×府内下請率×３＋（１－下請率）×３
　　　　　　　［小数第１位止め］

3～0

3点

申請点＝下請率×府内下請率×３＋（１－下請率）×３
　　　　　　　［小数第１位止め］

3～0

0.5
点

-10%≦減少率 -10%≦減少率

1点 1点

0.5
点

-10%≦減少率
-20%≦減少率＜-10%  又は
減少率＜-20%   かつ　2人以内の減

-20%≦減少率＜-10%  又は
減少率＜-20%   かつ　2人以内の減

-20%≦減少率＜-10%  又は
減少率＜-20%   かつ　2人以内の減

減少率＜-20%　 かつ　3人以上の減 減少率＜-20%　 かつ　3人以上の減 減少率＜-20%　 かつ　3人以上の減

0.5
点

0.5
点

技術職員数１３～１５人 技術職員数５（１３～１５）人 技術職員数５人

技術職員数１０～１２人 技術職員数４（１０～１２）人 技術職員数４人

技術職員数７～９人
各業種毎に雇用している「技術
職員数」

●

技術職員数１６人以上

0.5
点

技術職員数６（１６）人以上

技術職員数３（７～９）人

地域へ
の貢献

地域維持
業務の実
績

冬期維持管理部門（除雪等業
務委託）又は維持修繕部門（小
修繕工事）の実績

●

冬期維持管理部門の表彰有り

災害協定の締結
協定締結無し

技術職員数３人

技術職員数４～６人 技術職員数２（４～６）人 技術職員数２人

技術職員数３人以下 技術職員数１（３人以下）人 技術職員数１人

0.5
点

技術職員数６人以上
雇用

｢技術職員数｣の維持

１点

維持修繕部門の表彰有り 維持修繕部門の表彰有り 維持修繕部門の表彰有り

表彰無し 表彰無し 表彰無し

工事箇所を所管する土木事務所長と災害協定を締結して
いる団体の構成員

工事箇所を所管する土木事務所長と災害協定を締結して
いる団体の構成員

工事箇所を所管する土木事務所長と災害協定を締結して
いる団体の構成員

１点

冬期維持管理部門の表彰有り

１点

冬期維持管理部門の表彰有り

協定締結無し 協定締結無し

※この項目は、出水時等に緊急対応が必要な河川・砂防
工事や、現道沿いの山切工事等で設定する。

1点

加算点満点計 最大14.8点 最大12.8点 最大10.8点

1点

※この項目は、出水時等に緊急対応が必要な河川・砂防
工事や、現道沿いの山切工事等で設定する。

1点その他
緊急時の
現場対応

主たる営業所の所在地 ●

※この項目は、出水時等に緊急対応が必要な河川・砂防
工事や、現道沿いの山切工事等で設定する。

※１

※３，５

※２

※２

※４，５

※６

※６

※６

※６

※６

※６

（H21以降に完工）



○　総合評価競争入札(簡易型)の落札者決定基準（舗装）令和元年7月１日適用

必須 選択

2 2

1.5 1.5
1 1
0 0

失格 失格
0.8 0.8

0.7 0.7

0.6 0.6

0.5 0.6

0.4 0.4

0.3 0.3

0.2 0.2

0 0

0.8 0.8
0.5 0.5

0 0

0.2 0.2

0 0

1 1

１台保有（長期リースによる保有を含む） 0.5 １台保有（長期リースによる保有を含む） 0.5

0 0

1（0.3） 1（0.3）

0.5（0） 0.5（0）
0 0

0～-3 0～-3
失格 失格

すべて府内調達　（申請点＝１点） 1 すべて府内調達　（申請点＝１点） 1

一部府内調達　（申請点＝０．５点） 0.5 一部府内調達　（申請点＝０．５点） 0.5

府内調達なし　（申請点＝０点） 0 府内調達なし　（申請点＝０点） 0

調査基準価格未満の入札を行った者　申請点×（－１） -1,-0.5,0 調査基準価格未満の入札を行った者　申請点×（－１） -1,-0.5,0
0.5 0.5

0.25 0.25

0 0
0.5 0.5
0.4 0.4
0.3 0.3
0.2 0.2
0.1 0.1
0 0
1 1
0.5 0.5
0 0

※１：地域活性型においては、必要に応じ１項目を設定
※２：表彰は工事箇所が存在する管内の土木事務所長からの表彰に限る。
※３：「冬期維持管理部門」と「維持修繕部門」の実績は重複して評価対象としない。

加算点満点計 最大13.8点 最大11.8点

１点

冬期維持管理部門の表彰有り

１点維持修繕部門の表彰有り 維持修繕部門の表彰有り

表彰無し 表彰無し

技術職員数１０～１２人 技術職員数１０～１２人

技術職員数７～９人 技術職員数７～９人

技術職員数４～６人 技術職員数４～６人

技術職員数３人以下 技術職員数３人以下

地域へ
の貢献

地域維持
業務の実
績

冬期維持管理部門（除雪等業
務委託）又は維持修繕部門
（小修繕工事）の実績

●

冬期維持管理部門の表彰有り

地域調
達
・雇用

府内資材
調達

指定資材の府内調達の状況 ● 1点

3
～0

3点

1点

雇用

「技術職員数」の維持 0.5点 0.5点

各業種毎に雇用している「技術職
員数」 ●

-10%≦減少率 -10%≦減少率
-20%≦減少率＜-10%  又は
減少率＜-20%   かつ　2人以内の減

-20%≦減少率＜-10%  又は
減少率＜-20%   かつ　2人以内の減

減少率＜-20%　 かつ　3人以上の減 減少率＜-20%　 かつ　3人以上の減

技術職員数１６人以上

0.5点

技術職員数１６人以上

0.5点

技術職員数１３～１５人 技術職員数１３～１５人

府内企業
　の下請

施工体制における府内企業の下請
の状況 ●

申請点＝下請率×府内下請率×３＋（１－下請率）×３
　　　　　　［小数第１位止め］

なし なし

表彰
京都府地域づくり
優良工事施工者表彰 ●

複数台所有（長期リースによる保有を含む）

1点
自社所有でない　又は　資料提出な
し

自社所有でない　又は　資料提出な
し

3点
調査基準価格未満の入札を行った者　申請点×（－１） 調査基準価格未満の入札を行った者　申請点×（－１）

下請率１００％ 下請率１００％

申請点＝下請率×府内下請率×３＋（１－下請率）×３
　　　　　　［小数第１位止め］

3
～0

優秀賞　受賞あり（回数制限）

1点

優秀賞　受賞あり（回数制限）

1点奨励賞　受賞あり（回数制限） 奨励賞　受賞あり（回数制限）

資格あり
0.2点

資格なし 資格なし

建設機械保有 舗装専用機械の保有状況 ●

複数台所有（長期リースによる保有を含む）

1点

配置予定技術者

同規模工事の監理技術者又は主
任技術者としての最高評点
（H21以降に完工）

＜地域活性型Ｂの場合＞
所有する国家資格

●

0.8点
２年間の取得単位１５～２９単位 ２年間の取得単位１５～２９単位

２年間の取得単位１５単位未満　又は　調査基準価格未
満の入札を行った者

２年間の取得単位１５単位未満　又は　調査基準価格未
満の入札を行った者

１級舗装施工管理技術者資格の有
無 ●

資格あり
0.2点

技術者の継続教育（ＣＰＤ） ●

２年間の取得単位３０単位以上

0.8点

２年間の取得単位３０単位以上

0.8点

７７．５点以上　８０点未満 ７７．５点以上　８０点未満

７５点以上　７７．５点未満 ７５点以上　７７．５点未満

７２．５点以上　７５点未満 ７２．５点以上　７５点未満

７０点以上　７２．５点未満

必要事項の記載がないものがある。

記載がない又は不適 記載がない又は不適

８０点以上

0.8点 ７０点以上　７２．５点未満

６７．５点以上　７０点未満 ６７．５点以上　７０点未満

６５点以上　６７．５点未満 ６５点以上　６７．５点未満

６５点未満　，　実績なし　，又は　調査基準価格未満の入
札を行った者

６５点未満　，　実績なし　，又は　調査基準価格未満の
入札を行った者

８０点以上

施工計画

（技術重視型のみ）

品質管理 （●）
必要事項の記載が適切であり、さらに工夫が複数見られ
る又は高度である。

2点
×
2

 ＜技術重視型：4500万円以上＞  ＜地域活性型：1000万円以上＞

加算点評価項目 評　　価　　内　　容 加算点 評　　価　　内　　容 加算点

必要事項の記載が適切であり、さらに工夫が複数見られ
る又は高度である。

2点
必要事項の記載が適切であり、さらに工夫が見られる。 必要事項の記載が適切であり、さらに工夫が見られる。

施工管理・安全管理等 （●） ●
必要事項の記載が適切である。（共通仕様書程度） 必要事項の記載が適切である。（共通仕様書程度）

必要事項の記載がないものがある。
※１

※２

※３

※３

※３

※３

（H21以降に完工）


